
,l卜式第 12号・(法第 28条関係 )

令和 5年度 事 業 報 rコ

特定非 利活動法人クラフ

事業の成果

精神障害を持つ人たちが医療機関での通院治療を受けつつ、社会復帰が出来るまでの一定期間、そ
の家庭環境、心身の状況や年齢に応じて、各人の個性を尊重しつつ、必要な生活の場を提供しました。
年間を通して日常生活指導、相談・支援、または地域社会との交流活動を通じ、精神障害者の社会復
帰を促進してきました。

疾病等により要介護状態となった高齢者等に入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練ならびに看護及
び療養 11の管理その他の医療が行き渡り、各人が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生
活を営むことが出来るようケアプラン作成を通じ、居宅介護を促進してきました。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【17,740】 千円)

事 業 報 告 用

て欣に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

共同生活援助
事業

住宅の提供、日常的健康管理、

金銭等貴重品管理
毎 ||

,,,
/.1 v
+*di

常勤者

l名
精神障害者 7名 7,629

日常生活などの特定相談支援 随時

クララ

ハイツ

事業所

常勤者

l名

精神障害者

及び

その家族

60名 2,607

就労支援事業
精神障害者が地域で自立した
生活をすることを目的とした
就労支援

随時

クララ

ハイ・ン

事業所

常勤者

1名

非常勤者

3名

精神障害者

及び

その家族

60名 2,449

食 '1'提供
.11業
食事の提供 週 31111

クララ

′ヽイツ

事業所

常勤者

1名

非常勤者

3名

精神障害者

及び

地域住民

7名 2,218

地 1・支交流 'F来
地域交流会
レクリエーションなどの行事

年 1回

江北保健

総合セン

ター

常勤者

1名

非常勤者

3名

精神障害者 60名 763

自立生活 |メモ助
事業

自立生活援助 随時 都内各所
常勤者

l名
精神障害者 2名 851

居宅介護支援
事業

居宅介護計画の作成、各事業
所との連絡調整

随 |ll「

クララ

ハイツ

事業所

常勤者

2名
要介護者等 7名 727

|

|

特定相談支援 |

事業
 |

| |



1午及′I:“ 発 |}業

リーフレッ トを作成 し、地域
の住民等に配布することで障
害者に対す る理解の定着を図
る

地域住民 60:名 ・196

(2)そ の他の事業 ('F業費の総費月1【    】千円)
載記
た
名

に
れ
業

欣
さ
事

足
1::来内容 日時 場所

従事者
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事業費
(千円)
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書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 活動計算書
事 業 報 告 用

(その他事業がなし上場合)
特定非営利活動法人クララ

円 )

正会員受取会費
賛助会員受取会費

1 受取会

受取寄附全
施設等受入評価益

‐  ・ ■:■

653
障害福祉サービス 事業収益
収

115

の

A

78

給料手当
役員報酬
賞与
退職給付費用
福利厚生費

600

000
000

0

258

387

200

220

0

221

|

116

(,

15S旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

2)その
会議費

篠員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費
法定福利費 2.783.11

消耗品費
水道た熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
外注費
修繕費
支払手数料
交際費
図書研修費
リース料
菫税公課
諸会費
保険十1

859.950

183.678
531,513
792.000

0

0

478,000
351,478

1.425.953
48,615
31,580

205,920
84.000
39,000
1,990,371

7.022.058(2)その

・
 
・ 1A 1

B8「 950

国

て入

D

D

+ 18 594 106

L
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人クララ

2

の

(1

31 ()00

12 47()

口11

3 その

形

(2)

762,719
0

171,049

現金預金

未収金

棚卸資産

売掛金

仮払金

12,143.487
140,000
0

3,838,123
23,930

敷金
長期貸付金
保険積立金
長期前払費用

0

0

2,920,950
780,644

車両運搬具

什器備品

附属設備

ソフ トウェア

借地権

【A】 資 産 合 計 ①+② 20.824.372
´
Ｆ 債 の 部

流動負 ' l

未払費用
預り金
未払法人税等

812,562
938.504
179,200

記債

`2

長期借人金
退職給付引当金

B-1

+ 266
正 の

当 151 ′′

lサ1繰越 正

||:味財産
17.142,3(,1

-2

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 20.824.372

圭イ立:円
金 小計・合計



16号 ( 28

令和 5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人クララ

重要な会計方針
計算書類の作成は、以下の基準によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法 (貸借対照表価格は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を
採用しています。但し、原材料は最終仕入原価法を採用しています。
(2)固 定資産の減価償却の方法
有形固定資産…定率法 (但 し、平成 10年4月 1日 以降に取得した建物 (附属設備を除く。)は定額法)
を採用しています。
無形固定資産…定額法を採用しています。
(3)引 当金の計 L基準
・退職給付引当金
該当なし

(4,施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

に)消費税等の会計処理
税込み方式によっています。

2.事 業別損益の状況
早 円

施設の提供等の物的サービスの受人の内訳

立 : |〔 l
金

当な lン

ilil ,[ソブ

科 ||
事 事業

事業部門計 管理部門 ヘ
ロ

1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2,そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その1山 1に費
`il・

経常費Fll計

当期経常増減額

常収益

(:it

1.

事 業



使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の肉:沢
当法人の正味財産は   円ですが、
したがって使途が制約されていない1

(正味財産の増減及び残高の状況)は以 ドの通りです。
そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
:味財産は   円です。

1位 :円
内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 イ

;亥
1`1オ
rし

ヘ

科 日 期首取得価額 員支イ号 減 少 期末取得価額 減価償却早計額 期末帳簿価額
有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

r汗 |

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです.

円 )

立 :円 )

(`

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

該当なし

その他の事業に係る資産の状況

該当なし

科 H 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

i:十

科 ||
計算書類E
計 Lされた
金額

内、役員と
の取忌|

内、近親者
及び支配法
人との取引

1該 当な し

(活動計算書)

活動計算書計

(貸イ11'対 II(表 )

貸借対照表計

(

(

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一

一

ー



書式第 17号 (法第28条関係,

令和 5年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非普

単位 :円

・
lffi農行普通預金

.・ 」li

1■ |_F
● 1 1‐

未収全
障●福祉サービス事業未収●

雨7■チli    ~ ~
前払★

",
鶴匈贅産
販売用,謝物。・

23.900

―   __■__

31.0∞
|

動 責 E8訃  ・ ‐・

車両運搬 ,1

事業用ⅢIli

仕密備品

建物附属設備

附

“

最

`|
-1■●却0鷹
括償却資

“

ソフ トウ●ア
十 くレ ン ,´ウ ステム
文書

““

ソフ ｀

僣地権
00市 中葉所

敷金
敷0

長期前1,■
'I]長場,|● .■
'll

預託全
預託金

'80.644

U足 資岸合計 4 647 83,

:A】 資 産 合 計 ■十.2.
|

20 824 372

ニユ1__量_■ 0

未
`費
用

“

,与

旬翔借 入金
｀̀1嬌信人々

頂 り金
源泉篠収れ

長期償入金
銀行イヽ人●

退職給付 `′ |■ ●
●隕

【B-2】 工 味 財 座 合 計 【A】 ― 【B-1】

2 230 266

18 594 i00

【B-1】 負 使 合 計 ,+`

金   つ



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 5年度年間役員名簿」晋荒踏だぢF彎緯幡|:r,編渕庸轟嚇躍哲所並

特定非宣利活動法人クララ

1 確認事項 (法第 20条 及び第 21条 を確認の上、チェックを入れて ください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
Z各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間
(該当者のみに記入)氏    名

1 監事

オオモリ  キヨコ

大森 聖子
年    月   日

年   月   日

2 理 事 監 市

夕
゛
イモン  ヤスアキ

 
年  月  日

年1   月   日大門 靖明

理事 監 事

イチムラ  ヨシユキ +fo5+48 1E

itu6+38 318

4F  月   日

市村 善行

4

キシタ
｀
  レア

岸田 玲亜

令和 5年 4月  1日

令和 6年 3月 31日

年1  月  日

年   月    日

b

モリヤ コウイチ

守屋 弘一

令和 5年 4月  1日

令和 6年 3月 31日

年  月  日

年   月   日

6 理事・監事
年1  月  日

年  月  日

年:   月   日

年  月  日

7
年

年

月

月

H

日

年   月   日

年 月 日

8 理事・監事
年  月  日

年   月    日

年  月  日

年    月    日

9 理事・監事
年  月  日

今■   月   日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

事 業 報 告 用

令和 5年 4月  1日

令和 6年 3月 31日

令和 5年 4月  1日

令和 6年 3月 31日

年  月  日

理事[藍事

理事 E事

理事・監事

|

睡Ξ



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人クラフ

氏    名

オオモサ  キ : ,
大森 聖子

守屋 弘―  

＾
０ 遠様 巖三

4 高津 圭―

5 伊波 真理雄

6 久下 えみ子

「
′

阿部 誠

8 ォi等米 費

9 川 久美子
信
市

将 善各行市

11

12

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

21
| |
| |
! |
1 1

11

|

|

|

1

|

101

|




